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１．要 旨 

令和８年度税制改正による地方税法等の一部改正に伴い、東大和市税条例について、

所要の改正を行うものである。 

(1) 主な改正点 

① 個人市民税における公的年金等受給者の扶養親族等申告書の提出範囲について、

所得税と個人市民税の課税ベースが異なるために、個人市民税の賦課決定に必要

な情報が得られない場合が生じうることから、扶養親族等申告書の提出義務の範

囲を拡大するための措置を講ずる。 

② 特定暗号資産を譲渡した場合の所得について、申告分離課税とし、市民税３％の

税率とすることを規定する。 

③ 固定資産税及び都市計画税における「わがまち特例」に関して、新たにバリアフ

リー改修を行った劇場・音楽堂等の特別特定建築物に対する固定資産税及び都市

計画税、また、再生可能エネルギー発電設備に対する固定資産税の課税標準の特

例措置について見直しを行うことから、それぞれの特例割合を規定する。 

(2) 施行日 

① 令和９年１月１日 

② 「金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律」（令和８年

法律第６４号）の施行の日の属する年の翌々年の１月１日 

③ 公布の日 

 

 ２．経 過（現時点に至るまでの経過） 
  

  令和８年３月３１日 地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）公布 

 総務課法規係において、事前審査済み 

 ３．留意事項（問題点等） 

 ４．主管部処理案（検討結果等） 

  令和８年第３回市議会定例会に議案として提出したい。 

 ５．審議結果 

  決定 


